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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第135期

中間連結会計期間
第136期

中間連結会計期間
第135期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （千円） 4,278,986 5,373,163 9,269,079

経常利益 （千円） 601,282 696,847 1,177,100

親会社株主に帰属する中間（当期）純

利益
（千円） 458,691 531,444 955,180

中間包括利益又は包括利益 （千円） 330,518 960,746 1,081,193

純資産額 （千円） 13,208,334 14,717,591 13,959,010

総資産額 （千円） 23,619,101 25,185,171 24,298,371

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 246.11 284.13 511.91

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.8 58.3 57.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 960,529 1,191,282 1,520,737

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △625,059 △94,093 △749,049

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △332,279 △363,300 △271,839

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 3,581,625 4,953,408 4,178,687

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

３．前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間の関
連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直しが反映さ
れた後の金額によっております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間と

の比較分析にあたっては暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

 (１) 財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の増加の動きが見られるなど、緩

やかな回復基調で推移したものの、エネルギー・原材料価格の高止まりや物価上昇の継続に加え、金利・為替相場

の変動等の影響もあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　また、世界経済は、ロシア・ウクライナ紛争の長期化や中東情勢の緊迫化による地政学的リスクの高まりや、不

動産不況の長期化による中国経済の停滞リスクに加えて、米国の政策変更に伴う影響等もあり、依然として予断を

許さない状況が続いております。

　このような状況のもと、当中間連結会計期間の業績は、産業機器事業及び汎用機器事業の販売が堅調に推移した

こと等により、連結売上高は53億７千３百万円（前年同期比25.6％増加）となりました。

　損益につきましては、売上高の増加や為替相場が想定よりも円安基調で推移したこと等により、営業利益は７億

７百万円（同34.9％増加）、経常利益は６億９千６百万円（同15.9％増加）、親会社株主に帰属する中間純利益は

５億３千１百万円（同15.9％増加）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　ガス機器事業は、受託実験の減少や中国市場向け製品の販売減少等により、売上高は13億８千４百万円（同

7.8％減少）、セグメント損失は４千５百万円（前年同期は６千４百万円の利益）となりました。

　汎用機器事業は、主要マーケットである米国市場向け製品の販売が堅調に推移したこと等により、売上高は24億

１千２百万円（同27.0％増加）、セグメント利益は４億２千４百万円（同33.9％増加）となりました。

　自動車機器事業は、インド市場向け製品の販売増加等により、売上高は４億６百万円（同15.6％増加）、セグメ

ント損失は４千１百万円（前年同期は１億２千２百万円の損失）となりました。

　産業機器事業は、2025年９月に大島機工株式会社の株式取得により子会社化したこと、及び主要取引先への販売

が回復、増加したこと等により、売上高は７億９千１百万円（同435.6％増加）、セグメント利益は７千２百万円

（前年同期は３千５百万円の損失）となりました。

　不動産賃貸事業は、売上高は３億７千８百万円（同0.1％減少）、セグメント利益は２億９千７百万円（同1.2％

減少）となりました。

 

　資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産の部）

　当中間連結会計期間末における総資産の残高は、251億８千５百万円と前連結会計年度末と比べて８億８千６百

万円増加しました。主な増減項目は、現金及び預金の増加（８億２千７百万円）、投資有価証券の増加（４億４千

４百万円）、商品及び製品の減少（１億３千３百万円）、建物及び構築物の減少（１億２千万円）、売掛金の減少

（１億１千９百万円）であります。

（負債の部）

　当中間連結会計期間末における負債の残高は、104億６千７百万円と前連結会計年度末と比べて１億２千８百万

円増加しました。主な増減項目は、その他流動負債の増加（１億２千万円）、その他固定負債の増加（１億２千万

円）、短期借入金の減少（１億円）であります。

（純資産の部）

　当中間連結会計期間末における純資産の残高は、147億１千７百万円と前連結会計年度末と比べて７億５千８百

万円増加しました。主な増減項目は、その他有価証券評価差額金の増加（３億２千９百万円）、利益剰余金の増加

（３億７百万円）、為替換算調整勘定の増加（１億８百万円）であります。
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 (２) キャッシュ・フローの分析

　当中間連結会計期間における、現金及び現金同等物の残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの増加（11億

９千１百万円）が、投資活動によるキャッシュ・フローの減少（９千４百万円）及び財務活動によるキャッシュ・

フローの減少（３億６千３百万円）を上回り、また、現金及び現金同等物に係る換算差額の増加（４千万円）によ

る調整を行った結果、現金及び現金同等物の残高は、49億５千３百万円（前中間連結会計期間は35億８千１百万

円）となり、前中間連結会計期間と比べて13億７千１百万円増加しました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は11億９千１百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純利益（７億５千

３百万円）、減価償却費（３億７千１百万円）、売上債権の減少（２億６千１百万円）、法人税等の支払（２億４

千５百万円）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は９千４百万円となりました。これは主に投資有価証券の払戻しによる収入（６千

４百万円）、定期預金の払戻しによる収入（５千４百万円）、定期預金の預け入れによる支出（１億１千１百万

円）、有形固定資産の取得による支出（１億１千１百万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は３億６千３百万円となりました。これは主に配当金の支払額（２億２千４百万

円）、長期借入金の返済による支出（２億１千２百万円）、長期借入れによる収入（１億円）によるものでありま

す。

 

 (３) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「コーポレート・ガバナンスの状況等」

中の当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について重要な変更はありません。

 

 (４) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

 (５) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

 (６) 研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、81,869千円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
　 (2026年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 2,000,000 2,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 2,000,000 － 500,000 － 26,902
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

いちごトラスト・ピーティー

イー・リミテッド

1 NORTH BRIDGE ROAD, 06-08 HIGH STREET CENTRE,

SINGAPORE 179094

常任代理人　香港上海銀行東京支店

434 23.16

WESTERRN GATE GROUP LTD
PORTCULLIS4FELLENSKELTONBLD3076SIRBVI

常任代理人　フィリップ・キャピタル証券株式会社
98 5.28

谷電機工業株式会社 東京都江東区森下３－１６－７ 80 4.29

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 80 4.27

株式会社富士精機製作所 長野県諏訪郡富士見町境５９８６－１ 61 3.27

松澤孝一 茨城県水戸市 58 3.11

浜銀ファイナンス株式会社 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 52 2.78

和田孝 東京都世田谷区 50 2.71

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 50 2.67

ジェイアンドエス保険サービ

ス株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１－２－１４ 50 2.67

計 － 1,015 54.19
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 126,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,869,400 18,694 －

単元未満株式 普通株式 4,400 － －

発行済株式総数  2,000,000 － －

総株主の議決権  － 18,694 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６百株（議決権の数６個）含

まれております。

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ニッキ
神奈川県厚木市

上依知3029番地
126,200 － 126,200 6.31

計 － 126,200 － 126,200 6.31

（注）自己株式は、2026年７月28日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、5,700株減少してお

ります。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,623,611 5,450,755

売掛金 1,658,661 1,539,083

電子記録債権 48,876 5,866

商品及び製品 1,069,203 935,352

仕掛品 2,215,347 2,267,202

原材料及び貯蔵品 145,233 226,353

その他 389,363 433,694

貸倒引当金 △10,055 △551

流動資産合計 10,140,242 10,857,756

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,112,773 7,992,759

機械装置及び運搬具（純額） 1,082,513 1,049,720

その他（純額） 946,617 934,121

有形固定資産合計 10,141,903 9,976,601

無形固定資産   

ソフトウエア 362,708 324,561

のれん 439,281 399,346

技術関連資産 166,250 161,500

その他 43,808 49,608

無形固定資産合計 1,012,048 935,016

投資その他の資産   

投資有価証券 2,160,724 2,605,144

退職給付に係る資産 358,193 358,193

その他 485,260 452,459

投資その他の資産合計 3,004,177 3,415,797

固定資産合計 14,158,129 14,327,414

資産合計 24,298,371 25,185,171

負債の部   

流動負債   

買掛金 426,674 419,189

電子記録債務 42,948 77,015

短期借入金 4,834,450 4,733,468

未払法人税等 154,975 142,037

賞与引当金 155,469 177,843

その他 364,197 484,485

流動負債合計 5,978,716 6,034,038

固定負債   

長期借入金 3,151,010 3,139,276

退職給付に係る負債 360,283 324,903

その他 849,351 969,362

固定負債合計 4,360,645 4,433,542

負債合計 10,339,361 10,467,580

 

EDINET提出書類

株式会社ニッキ(E02171)

半期報告書

 9/21



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 56,616 66,679

利益剰余金 11,710,309 12,017,586

自己株式 △276,352 △264,412

株主資本合計 11,990,573 12,319,852

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,186,736 1,516,132

為替換算調整勘定 691,599 800,051

退職給付に係る調整累計額 57,514 49,376

その他の包括利益累計額合計 1,935,850 2,365,560

非支配株主持分 32,586 32,177

純資産合計 13,959,010 14,717,591

負債純資産合計 24,298,371 25,185,171
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 4,278,986 5,373,163

売上原価 2,843,645 3,646,007

売上総利益 1,435,340 1,727,156

販売費及び一般管理費 ※ 910,991 ※ 1,019,965

営業利益 524,349 707,190

営業外収益   

受取利息 27,112 40,955

受取配当金 59,660 18,611

為替差益 30,179 －

雑収入 5,849 26,075

その他 11,814 8,307

営業外収益合計 134,615 93,948

営業外費用   

支払利息 57,682 65,047

為替差損 － 34,123

その他 0 5,120

営業外費用合計 57,682 104,292

経常利益 601,282 696,847

特別利益   

固定資産売却益 1,493 2,097

投資有価証券売却益 － 28,120

補助金収入 27,292 27,292

負ののれん発生益 15,359 －

特別利益合計 44,144 57,509

特別損失   

固定資産除売却損 585 450

特別損失合計 585 450

税金等調整前中間純利益 644,841 753,907

法人税等 185,928 222,264

中間純利益 458,913 531,642

非支配株主に帰属する中間純利益 222 197

親会社株主に帰属する中間純利益 458,691 531,444
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 458,913 531,642

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 186,075 329,395

為替換算調整勘定 △309,346 107,845

退職給付に係る調整額 △5,124 △8,137

その他の包括利益合計 △128,395 429,103

中間包括利益 330,518 960,746

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 331,631 961,155

非支配株主に係る中間包括利益 △1,113 △409
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 644,841 753,907

減価償却費 352,975 371,825

のれん償却額 39,934 39,934

貸倒引当金の増減額（△は減少） △106 △9,504

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,415 22,899

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △58,334 △46,356

受取利息及び受取配当金 △86,772 △59,566

支払利息 57,682 65,047

投資有価証券売却損益（△は益） － △28,120

固定資産除売却損益（△は益） △908 △1,647

負ののれん発生益 △15,359 －

為替差損益（△は益） △6,041 △25,724

補助金収入 △27,292 △27,292

売上債権の増減額（△は増加） △519,348 261,298

棚卸資産の増減額（△は増加） 124,693 47,388

仕入債務の増減額（△は減少） 111,247 △26,406

その他 126,458 79,075

小計 754,087 1,416,758

利息及び配当金の受取額 86,772 59,566

補助金の受取額 27,292 27,292

利息の支払額 △57,603 △66,967

法人税等の支払額 △128,439 △245,367

法人税等の還付額 278,420 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 960,529 1,191,282

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △262,334 △111,634

定期預金の払戻による収入 249,015 54,362

投資有価証券の取得による支出 △333 △339

投資有価証券の払戻による収入 － 64,118

有形固定資産の取得による支出 △167,502 △111,389

有形固定資産の売却による収入 1,562 2,320

無形固定資産の取得による支出 △112,513 △9,161

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△327,761 －

その他 △5,191 17,629

投資活動によるキャッシュ・フロー △625,059 △94,093

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △104,594 △212,716

リース債務の返済による支出 △23,012 △26,416

配当金の支払額 △204,673 △224,167

財務活動によるキャッシュ・フロー △332,279 △363,300

現金及び現金同等物に係る換算差額 △113,653 40,832

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110,463 774,721

現金及び現金同等物の期首残高 3,692,089 4,178,687

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,581,625 ※ 4,953,408
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用につきましては、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（表示方法の変更）

　前連結会計年度において、「流動負債」に表示しておりました「支払手形及び買掛金」は、支払手形の取り扱い

がなく、今後も発生する見込みがないため、当中間連結会計期間より「買掛金」として表示しております。

なお、これによる前連結会計年度の連結貸借対照表における組替はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

支払運賃梱包費 63,975千円 81,365千円

従業員給料及び手当 197,194 223,438

減価償却費 62,989 86,902

賞与引当金繰入額 43,351 43,029

退職給付費用 886 △1,027

譲渡制限付株式報酬費用 9,714 10,275

研究開発費 14,515 13,120

のれん償却額 39,934 39,934

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 3,995,482千円 5,450,755千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △413,856 △497,347

現金及び現金同等物 3,581,625 4,953,408
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 204,673 110 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

 

　(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月29日

定時株主総会
普通株式 224,167 120 2026年３月31日 2026年６月30日 利益剰余金

 

　(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ニッキ(E02171)

半期報告書

15/21



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 
ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

産業機器
事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

(注)１

売上高         

日本 774,464 97,733 183,695 147,780 － 1,203,674 － 1,203,674

米国 119,589 1,705,302 160 － － 1,825,052 － 1,825,052

中国 482,824 85,073 － － － 567,898 － 567,898

韓国 46,721 10,678 301 － － 57,701 － 57,701

その他 78,309 － 167,250 － － 245,560 － 245,560

顧客との契約から生

じる収益
1,501,909 1,898,788 351,408 147,780 － 3,899,887 － 3,899,887

その他の収益 － － － － 379,099 379,099 － 379,099

外部顧客への売上高 1,501,909 1,898,788 351,408 147,780 379,099 4,278,986 － 4,278,986

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 1,501,909 1,898,788 351,408 147,780 379,099 4,278,986 － 4,278,986

セグメント利益又は損

失（△）
64,865 316,919 △122,801 △35,465 300,832 524,349 － 524,349

（注）１．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．当中間連結会計期間において、大島機工株式会社の株式取得により子会社化したため、連結の範囲に含

めております。なお、みなし取得日を2025年９月30日としているため、当中間連結会計期間は貸借対照

表のみを連結しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　「産業機器事業」において、大島機工株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより、負のの

れん発生益を計上しています。当該事象による負ののれん発生益の計上額は、15,359千円であります。

　なお、負ののれん発生益は特別利益のため、上記セグメント利益には含まれておりません。また、当該負

ののれんの金額は、企業結合にかかる暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直し

が反映された後の金額としております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 
ガス機器
事業

汎用機器
事業

自動車機
器事業

産業機器
事業

不動産賃
貸事業

合計 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

(注)１

売上高         

日本 638,614 91,528 146,821 791,556 － 1,668,520 － 1,668,520

米国 172,646 2,195,758 852 － － 2,369,257 － 2,369,257

中国 396,999 119,797 － － － 516,796 － 516,796

韓国 102,149 5,279 － － － 107,429 － 107,429

その他 73,686 － 258,690 － － 332,377 － 332,377

顧客との契約から生

じる収益
1,384,096 2,412,363 406,364 791,556 － 4,994,381 － 4,994,381

その他の収益 － － － － 378,782 378,782 － 378,782

外部顧客への売上高 1,384,096 2,412,363 406,364 791,556 378,782 5,373,163 － 5,373,163

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 1,384,096 2,412,363 406,364 791,556 378,782 5,373,163 － 5,373,163

セグメント利益又は損

失（△）
△45,847 424,234 △41,127 72,760 297,170 707,190 － 707,190

（注）１．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．前中間連結会計期間において、大島機工株式会社の株式取得により子会社化したため、連結の範囲に含

めております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な負ののれん発生益の認識は

ありません。
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（企業結合等関係）

（比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し）
　2025年９月30日行われた大島機工株式会社との企業結合について、前中間連結会計期間において暫定的な会計処

理を行っておりましたが、前連結会計年度末に確定しております。

　この暫定的な会計処理の確定に伴い、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に含まれる比較情報において取得

原価の当初配分額に重要な見直しを反映しております。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書は、負ののれん発生益による特別利益が15,359千円増加

し、税金等調整前中間純利益629,482千円は税金等調整前中間純利益644,841千円、親会社株主に帰属する中間純利

益443,332千円は親会社株主に帰属する中間純利益458,691千円としております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 246円11銭 284円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 458,691 531,444

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

金額（千円）
458,691 531,444

普通株式の期中平均株式数（株） 1,863,747 1,870,439

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中間連結会計期間に係

る数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

株式会社ニッキ

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田　尻　慶　太

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 花　輪　大　資

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニッキの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年

４月１日から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニッキ及び連結子会

社の 2026 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。
 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、

期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適

正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、

関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価す

る。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任が

ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

　以　上

 

(注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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